
都市再生本部※ 都市再生基本方針の案の作成及びその実
施の推進、都市再生緊急整備地域及び特
定都市再生緊急整備地域を指定する政令
の立案、地域整備方針の作成、及びその
実施の推進のほか、都市の再生に関する
施策で重要なものの企画及び立案並びに
総合調整に関する事務を行う。

法律
H14. 4. 5
第22号

本部長
副本部長

本部員

内閣総理大臣
内閣官房長官、地域活性化担当大臣、国
土交通大臣
本部長及び副本部長以外のすべての国務
大臣

議事録のみ
（一部議事概
要のみ）

・議事次第
・配布資料
等

両方公表せず ・議事次第
・配布資料
・決定事項
は、終了後速
やかに公表

持ち回り開催の
場合は議事録・
議事概要は作成
していない。

構造改革特別区域
推進本部※

構造改革特別区域基本方針の案を作成
し、同方針の実施を推進することのほ
か、構造改革の推進等に関する施策で重
要なものの企画及び立案並びに総合調整
に関する事務を行う。

法律
H14.12.18
第189号

本部長
副本部長

本部員

内閣総理大臣
内閣官房長官、地域活性化担当大臣、内
閣府特命担当大臣(経済財政政策）、内
閣府特命担当大臣(規制改革）
本部長及び副本部長以外のすべての国務
大臣

議事録のみ
（一部議事概
要のみ）

・議事次第
・配布資料
等

両方公表せず ・議事次第
・配布資料
・決定事項
は、終了後速
やかに公表

持ち回り開催の
場合は議事録・
議事概要は作成
していない。

地球温暖化対策推
進本部

京都議定書目標達成計画の案の作成及び
実施の推進をするほか、長期的展望に
立った地球温暖化対策の実施の推進に関
する総合調整を行う。

法律
H14. 6. 7
第61号
(H17.
2.16発足)

本部長
副本部長
本部員

内閣総理大臣
内閣官房長官、環境大臣、経済産業大臣
本部長及び副本部長以外のすべての国務
大臣

両方作成せず ・議事次第
・配布資料

両方公表せず 公表 廃止予定（地球
温暖化対策基本
法案が成立し、
施行された時）

地域再生本部※ 地域再生基本方針の案を作成し、同方針
に基づく施策の実施を推進することのほ
か、地域再生に関する施策で重要なもの
の企画及び立案並びに総合調整に関する
事務を行う。

法律
H17. 4. 1
第24号

本部長
副本部長

本部員

内閣総理大臣
内閣官房長官、地域活性化担当大臣、内
閣府特命担当大臣(経済財政政策）
他のすべての国務大臣

議事録のみ
（一部議事概
要のみ）

・議事次第
・配布資料
等

両方公表せず ・議事次第
・配布資料
・決定事項
は、終了後速
やかに公表

持ち回り開催の
場合は議事録・
議事概要は作成
していない。

郵政民営化推進本
部

郵政民営化の推進に関する総合調整に関
することのほか、郵政民営化の推進のた
めに必要な法律案及び政令案の立案に関
すること、その他郵政民営化に関する施
策で重要なものの企画に関する審議及び
その施策の実施の推進を図る。

法律
H17.10.21
第97号

本部長
副本部長

本部員

内閣総理大臣
内閣官房長官、郵政民営化担当大臣、内
閣府特命担当大臣(金融)、総務大臣、財
務大臣、国土交通大臣
他のすべての国務大臣

議事録のみ ・議事次第
・配布資料
等

両方公表せず 議事次第、配
布資料は会議
終了後速やか
に公表

平成23年度は、
持ち回り開催の
ため、議事録は
作成していな
い。

中心市街地活性化
本部※

中心市街地活性化の基本方針の案の作成
に関すること、認定の申請がされた基本
計画についての意見に関すること、基本
方針に基づく施策の実施の推進に関する
こと及び中心市街地の活性化に関する施
策で重要なものの企画及び立案並びに総
合調整に関する事務を行う。

法律
H10. 6. 3
第92号

本部長
副本部長

本部員

内閣総理大臣
内閣官房長官、地域活性化担当大臣、経
済産業大臣、国土交通大臣
他のすべての国務大臣

議事録のみ
（一部議事概
要のみ）

・議事次第
・配布資料
等

両方公表せず ・議事次第
・配布資料
・決定事項
は、終了後速
やかに公表

持ち回り開催の
場合は議事録・
議事概要は作成
していない。

閣僚会議について（国務大臣のみで構成される会議の議事録等の作成・公表状況）

１．法律に基づくもの

4

3

1

名称 目的

2

議事録・議事
概要の公表

5

根拠 構成員
その他の資料

の公表
備考

議事録・議事概
要の作成

その他の資料
の作成・取得

6

資料３

1 



道州制特別区域推
進本部

道州制特別区域基本方針の案の作成に関
すること、道州制特別区域基本方針に基
づく施策の実施の推進に関すること、道
州制特別区域における広域行政の推進に
関する法律の規定による広域行政の推進
の評価に関すること及び広域行政の推進
に関する施策で重要なものの企画及び立
案並びに総合調整に関することの実施を
図る。

法律
H18.12.20
第116号

本部長
副本部長

本部員

内閣総理大臣
内閣官房長官、内閣府特命担当大臣(地
域主権推進）
他のすべての国務大臣

議事録のみ ・議事次第
・配布資料
等

議事録のみ公
表

議事次第、配
布資料は会議
終了後速やか
に公表

平成21年度以降
は持ち回り開催
のみで議事録を
作成していな
い。今後通常開
催の場合は議事
録を作成する。

総合海洋政策本部 海洋基本計画の案の作成及び実施の推進
に関すること、関係行政機関が海洋基本
計画に基づいて実施する施策の総合調整
に関すること及び海洋に関する施策で重
要なものの企画及び立案並びに総合調整
に関することの実施を図る。

法律
H19. 4.27
第33号

本部長
副本部長
本部員

内閣総理大臣
内閣官房長官、海洋政策担当大臣
他のすべての国務大臣

両方作成 ・議事次第
・配布資料
等

両方公表 議事次第、配
布資料は会議
終了後速やか
に公表

国家公務員制度改
革推進本部

国家公務員制度の推進に関する企画及び
立案並びに総合調整に関すること及び国
家公務員制度改革に関する施策の実施の
推進に関することの実施を図る。

法律
H20. 6.13
第68号

本部長
副本部長

本部員

内閣総理大臣
内閣官房長官、公務員制度改革担当大
臣、総務大臣
本部長及び副本部長以外のすべての国務
大臣

両方作成せず ・議事次第
・配布資料
等

両方公表せず 議事次第、配
布資料は会議
終了後速やか
に公表

第8回会合（行
政改革実行本部
との合同会合）
のみ議事要旨を
作成・公表済み

宇宙開発戦略本部 宇宙開発利用に関する施策を総合的かつ
計画的に推進する。

法律
H20. 5.28
第43号

本部長
副本部長
本部員

内閣総理大臣
内閣官房長官、宇宙開発担当大臣
本部長及び副本部長以外のすべての国務
大臣

議事録のみ ・議事次第
・配布資料

議事録のみ公
表

議事次第、配
布資料は会議
終了後速やか
に公表

総合特別区域推進
本部※

総合特別区域基本方針の案を作成し、同
方針に基づく施策の実施を推進すること
のほか、総合特別区域における産業の国
際競争力の強化及び地域の活性化の推進
に関する施策で重要なものの企画及び立
案並びに総合調整に関する事務を行う。

法律
H23. 6.29
第81号

本部長
副本部長

本部員

内閣総理大臣
内閣官房長官
総合特別区域担当大臣
本部長及び副本部長以外の全ての国務大
臣

議事概要のみ ・議事次第
・配布資料
等

議事概要のみ
公表

・議事次第
・配布資料
・決定事項
は、終了後速
やかに公表

持ち回り開催の
場合は議事録・
議事概要は作成
していない。

安全保障会議 国防に関する重要事項及び重大緊急事態
への対処に関する重要事項を審議する。

法律
S61. 5.27
第71号
最終改正
H18.12.22

議長
議員

内閣総理大臣
内閣法第９条の規定によりあらかじめ指
定された国務大臣、総務大臣、外務大
臣、財務大臣、経済産業大臣、国土交通
大臣、防衛大臣、内閣官房長官、国家公
安委員会委員長

両方作成せず ・開催案内
・配席図
・配布資料
等

両方公表せず 議題、会議の
概要、決定事
項等について
は会議終了
後、官房長官
会見にて公表

11

その他の資料
の公表

備考名称 目的
その他の資料
の作成・取得

根拠 構成員

7

議事録・議事概
要の作成

9

12

8

10

議事録・議事
概要の公表

2 



民間資金等活用事
業推進会議

基本方針の案の作成、民間資金等の活用
による公共施設等の整備等に係る施策に
ついて必要な関係行政機関相互の調整、
その他民間資金等の活用による公共施設
等の整備等に係る施策に関する重要事項
について審議し、及びその施策の実施を
推進する。

法律
H11.7.30
第117号

会長
委員

内閣総理大臣
会長以外の国務大臣のうちから、内閣総
理大臣が指定する者

議事概要のみ ・議事次第
・配布資料
・進行メモ
・大臣等発
言要旨

議事概要のみ
公表

議事次第、配
布資料は会議
終了後速やか
に公表

原子力立地会議 原子力発電施設等の周辺の地域につい
て、地域の防災に配慮しつつ、総合的か
つ広域的な整備に必要な特別措置を講ず
ること等により、これらの地域の振興を
図ることを目的とした法律「原子力発電
施設等立地地域の振興に関する特別措置
法」に基づき、地域指定及び振興計画案
の審議・決定を行う。

法律
H12.12.8
第148号

議長
議員

内閣総理大臣
総務大臣、財務大臣、文部科学大臣、厚
生労働大臣、農林水産大臣、経済産業大
臣、国土交通大臣、環境大臣

両方作成せず ・議事次第
・配布資料
・進行メモ
・説明メモ
・官房長官
会見用発言
要旨

両方公表せず 非公表

子ども・若者育成
支援推進本部

子ども・若者育成支援推進大綱を作成
し、及びその実施を推進するほか、子ど
も・若者育成支援に関する重要な事項に
ついて審議する。

法律
Ｈ21.7.8
第71号

本部長
副本部長

本部員

内閣総理大臣
内閣官房長官、内閣府特命担当大臣(青
少年健全育成）
本部長及び副本部長以外の国務大臣のう
ちから、内閣総理大臣が指定する者
（全閣僚）

議事概要のみ ・議事次第
・配布資料

議事概要のみ
公表

議事次第、配
布資料は会議
終了後速やか
に公表

議事概要を今後
順次公表予定

少子化社会対策会
議

少子化社会対策大綱の案の作成、少子化
社会対策について必要な関係行政機関相
互の調整及び少子化社会対策に関する重
要事項の審議や少子化に対処するための
施策の実施の推進を図る。

法律
H15.7.30
第133号

会長
委員

内閣総理大臣
内閣官房長官、関係行政機関の長及び内
閣府設置法第九条第一項に規定する特命
担当大臣のうちから内閣総理大臣が任命
する者
（全閣僚）

議事概要のみ ・議事次第
・配布資料
・進行メモ
・大臣等発
言要旨

議事概要のみ
公表

議事次第、配
布資料は会議
終了後速やか
に公表

高齢社会対策会議 高齢社会対策大綱の案の作成、高齢社会
対策について必要な関係行政機関相互の
調整及び高齢社会対策に関する重要事項
の審議及び対策の実施の推進を図る。

法律
H7.11.15
第129号

会長
委員

内閣総理大臣
内閣官房長官、関係行政機関の長及び内
閣府設置法第九条第一項に規定する特命
担当大臣のうちから、内閣総理大臣が任
命する者
（全閣僚）

議事概要のみ ・議事次第
・配布資料
・進行メモ
・大臣等発
言要旨

議事概要のみ
公表

議事次第、配
布資料は会議
終了後速やか
に公表

議事録・議事
概要の公表

その他の資料
の公表

備考名称 目的 根拠

15

構成員

16

13

14

17

議事録・議事概
要の作成

その他の資料
の作成・取得
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中央交通安全対策
会議

交通安全基本計画の作成及びその実施の
推進その他交通安全に関する総合的な施
策で重要なものの企画に関する審議及び
その実施の推進を図る。

法律
S45.6.1
第110号

会長
委員

内閣総理大臣
内閣官房長官、関係行政機関の長及び内
閣府設置法第九条第一項に規定する特命
担当大臣のうちから内閣総理大臣が任命
する者
（内閣府特命担当大臣(交通安全対
策）、内閣官房長官、国家公安委員会委
員長、内閣府特命担当大臣(金融）、内
閣府特命担当大臣(沖縄及び北方対
策）、総務大臣、法務大臣、文部科学大
臣、厚生労働大臣、農林水産大臣、経済
産業大臣、国土交通大臣、防衛大臣）

議事概要のみ ・配布資料 議事概要のみ
公表

配布資料は会
議終了後速や
かに公表

議事概要を今後
順次公表予定

自殺総合対策会議 自殺総合対策大綱の案を作成し、自殺対
策について必要な関係行政機関相互の調
整をするほか、自殺対策に関する重要事
項について審議し、及び自殺対策の実施
を推進する。

法律
H18.6.21
第85号

会長
委員

内閣官房長官
内閣官房長官以外の国務大臣のうちから
内閣総理大臣が指定する者
（内閣府特命担当大臣(自殺対策）、国
家公安委員会委員長、内閣府特命担当大
臣(金融）、内閣府特命担当大臣（消費
者及び食品安全）、復興大臣、総務大
臣、法務大臣、文部科学大臣、厚生労働
大臣、農林水産大臣、経済産業大臣、国
土交通大臣）

議事概要のみ ・議事次第
・配布資料
・進行メモ
・大臣等発
言要旨

議事概要のみ
公表

議事次第、配
布資料は会議
終了後速やか
に公表

議事概要を今後
順次公表予定

多重債務者対策本
部

多重債務者対策の円滑かつ効果的な推進
を図る。

閣議決定
H18.12.22
一部改正
H21. 8.25

本部長
本部員

内閣府特命担当大臣(金融)
内閣府特命担当大臣(消費者)、国家公安
委員会委員長、総務大臣、法務大臣、財
務大臣、文部科学大臣、厚生労働大臣、
経済産業大臣

両方作成せず 決定文書
等

両方公表せず 決定文書等を
公表

○平成21年度以
降、持ち回り開
催のみであるた
め、議事録・議
事概要は作成し
ていない。
○本部長は、必
要があると認め
るときは、構成
員を追加するこ
とができる。

新型インフルエン
ザ対策本部※

新型インフルエンザが発生した際に、政
府としての対策を総合的かつ強力に推進
する。

閣議決定
H19.10.26
本部設置
H21. 4.28
本部廃止
H22. 8.27

本部長
副本部長
本部員

内閣総理大臣
内閣官房長官、厚生労働大臣
他のすべての国務大臣

議事概要のみ ・議事次第
・配布資料
等

議事概要のみ
公表

配布資料

その他の資料
の作成・取得

議事録・議事
概要の公表

その他の資料
の公表

備考名称 目的 根拠 構成員
議事録・議事概

要の作成

2

備考

※都市再生本部、構造改革特別区域推進本部、地域再生本部、中心市街地活性化本部及び総合特別区域推進本部の会合は、特段の事情がない限り、地域活性化統合本部会合として合同で開催(平成24年７月27
　日閣議決定）。

２．閣議決定に基づくもの

19

1

名称 目的 根拠
その他の資料
の作成・取得

18

構成員
議事録・議事概

要の作成
議事録・議事
概要の公表

その他の資料
の公表

4 



拉致問題対策本部 拉致問題に関する対応を協議し、生存者
の即時帰国に向けた施策、安否不明の拉
致被害者に関する真相究明及び同問題へ
の戦略的取組等総合的な対策を機動的に
推進する。

閣議決定
H21.10.13

本部長
副本部長

内閣総理大臣
拉致問題担当大臣、内閣官房長官、外務
大臣

議事概要のみ ・議事次第
・配布資料
等

議事概要のみ
公表

配布資料の一
部は会議終了
後の大臣会見
等で公表

口蹄疫対策本部※ 口蹄疫に緊急に対処する。 閣議決定
H22. 5.17
廃止
H22.10. 8

本部長
副本部長

本部員

内閣総理大臣
内閣官房長官
農林水産大臣
他のすべての国務大臣

両方作成せず ・議事次第
・座席表
・配布資料
等

両方公表せず 議事次第につ
いて、内閣官
房ＨＰに掲載

食と農林漁業の再
生推進本部

高いレベルの経済連携の推進と我が国の
食料自給率の向上や国内農業・農村の振
興とを両立させ、持続可能な力強い農業
を育てるための対策を講じる。

閣議決定
H22.11.26

本部長
副本部長
本部員

内閣総理大臣
国家戦略担当大臣、農林水産大臣
他のすべての国務大臣

議事概要のみ ・議事次第
・配布資料
等

両方公表せず 議事次第、配
布資料は会議
終了後速やか
に公表

鳥インフルエンザ
対策本部

鳥インフルエンザに緊急に対処する。 閣議決定
H22.11.30

本部長
副本部長

本部員

内閣総理大臣
内閣官房長官
農林水産大臣
他のすべての国務大臣

両方作成せず ・議事次第
・座席表
・配布資料
等

両方公表せず 総理挨拶につ
いて、官邸Ｈ
Ｐに動画掲載

行政改革実行本部 政府として取り組んできた各般の行政改
革の取組を踏まえ、行政改革を政府一体
となって、総合的かつ強力に実行する。

閣議決定
H24. 1.31

本部長
本部長代行
副本部長
本部員

内閣総理大臣
副総理
内閣官房長官、総務大臣、財務大臣
他の全ての国務大臣

議事概要のみ ・議事次第
・座席表
・配布資料
等

議事概要のみ
公表

議事次第、配
布資料は会議
終了後速やか
に公表

消費税の円滑かつ
適正な転嫁等のた
めの検討本部

事業者等における転嫁対策等に関する意
見等の把握や課題の整理等を行い、消費
税の円滑かつ適正な転嫁等に資する総合
的な対策の策定に向けた検討を行う。

閣議決定
H24. 4.24

本部長
副本部長

本部員

副総理
総務大臣、財務大臣、経済産業大臣、内
閣官房長官
厚生労働大臣、農林水産大臣、国土交通
大臣

議事概要のみ ・議事次第
・配布資料
・配席図
等

議事概要のみ
公表

議事次第、配
布資料は会議
終了後速やか
に公表

本部長は、必要
に応じ関係大臣
等を構成員に追
加することがで
きる。

議事録・議事概
要の作成

7

8

その他の資料
の作成・取得

議事録・議事
概要の公表

備考

3

名称 目的 根拠
その他の資料

の公表

6

5

4

構成員

5 



障がい者制度改革
推進本部

障害者の権利に関する条約（仮称）の締
結に必要な国内法の整備を始めとする我
が国の障害者に係る制度の集中的な改革
を行い、関係行政機関相互間の緊密な連
携を確保しつつ、障害者施策の総合的か
つ効果的な推進を図る。

閣議決定
H21.12. 8

本部長
副本部長

本部員

内閣総理大臣
内閣官房長官、内閣府特命担当大臣(障
害者施策）
他のすべての国務大臣

議事概要のみ ・議事次第
・配布資料

議事概要のみ
公表

議事次第、配
布資料は速や
かに公表

男女共同参画推進
本部

男女共同参画社会の形成の促進に関する
施策の円滑かつ効果的な推進を図る。

閣議決定
H 6. 7.12
一部改正
H10.12.15
H12.12.26
H17.12.27
H18. 4.28

本部長
副本部長

本部員

内閣総理大臣
内閣官房長官
内閣府特命担当大臣（男女共同参画）
他のすべての国務大臣

議事概要のみ ・議事次第
・配布資料
・進行メモ
・大臣等発
言要旨

両方公表せず 本部決定資料
は会議終了後
公表

本部長は、必要
があると認める
ときは、構成員
を追加すること
ができる。

物価問題に関する
関係閣僚会議

長期及び短期にわたる物価安定対策に関
する重要問題について協議する。

閣議口頭
了解
H 5. 8.24
一部改正
H10.12.15
H12.12.26
H18. 4.28
H21. 8.25

(当初設
置）
閣議口頭
了解
S40.12.10

議事概要のみ 配布資料 議事概要のみ
公表

配布資料を持
ち回り開催終
了後速やかに
公表

議事録・議事
概要の公表

根拠 構成員

1 (内閣総理大臣）、総務大臣、財務大臣、文部科学大
臣、厚生労働大臣、農林水産大臣、経済産業大臣、国
土交通大臣、内閣府特命担当大臣(金融）、内閣府特
命担当大臣(消費者）、内閣府特命担当大臣(経済財政
政策）、内閣官房長官

その他の資料
の作成・取得

名称 目的
議事録・議事概

要の作成
その他の資料

の公表
備考

３．閣議口頭了解に基づくもの

9

※事態の終息に伴い、現在本部は廃止されている。今後事態が発生した場合には、内閣総理大臣の判断により本部が設置されることとなっている。

10

備考
その他の資料
の作成・取得

議事録・議事
概要の公表

その他の資料
の公表

名称 目的 根拠 構成員
議事録・議事概

要の作成

6 



水俣病に関する関
係閣僚会議

水俣病に関する問題に対応するための施
策について、関係行政機関の緊密な連絡
を確保し、その効果的かつ総合的な推進
を図る。

閣議口頭
了解
H 5. 8.24
一部改正
H12.12.26

(当初設
置）
閣議口頭
了解
S52. 3.25

両方作成せず なし 両方公表せず 公表せず Ｈ12以降休止中

給与関係閣僚会議 人事院勧告を踏まえた国家公務員の給与
の取扱いについて協議する。

閣議口頭
了解
H 5. 9.21
一部改正
H12.12.26
H16. 4.2
H18. 4.28

(当初設
置）
随時開催

両方作成せず ・議事次第
・配布資料
　等

両方公表せず なし

犯罪対策閣僚会議 「世界一安全な国、日本」の復活を目指
し、関係推進本部及び関係行政機関の緊
密な連携を確保するとともに、有効適切
な対策を総合的かつ積極的に推進する。

閣議口頭
了解
H15. 9. 2
最終改正
H20.12.26

議事概要のみ ・議事次第
・配布資料
　等

両方公表せず 議事次第、配
布資料、決定
文書等は会議
終了後速やか
に公表

公文書等の管理
に関する法律の
施行前に開催さ
れた会議につい
ては、議事概要
を作成していな
い。

新型インフルエン
ザ等対策閣僚会議

新型インフルエンザ等の発生に備え、関
係省庁の緊密な連携を確保し、政府一体
となって対応する。

閣議口頭
了解
H23. 9.20
一部改正
H24. 8. 3

議事概要のみ ・議事次第
・配布資料
等

議事概要のみ
公表

議事次第
配布資料

名称 目的

2

4 全閣僚

5 全閣僚

議事録・議事概
要の作成

その他の資料
の作成・取得

議事録・議事
概要の公表

その他の資料
の公表

備考

総務大臣、財務大臣、文部科学大臣、厚生労働大臣、
農林水産大臣、経済産業大臣、国土交通大臣、環境大
臣、内閣官房長官

3 総務大臣、財務大臣、厚生労働大臣、内閣府特命担当
大臣(経済財政政策）、内閣官房長官

根拠 構成員

7 



月例経済報告等に
関する関係閣僚会
議

月例経済報告等の聴取等を行う。 閣議口頭
了解
H 5. 8.13
一部改正
H10.12.15
H11. 3.12
H12.12.12
H12.12.26
H13. 5.11
H15. 4.11
H18. 4.28
H18.10.13
H19.10. 9
H21. 8.25
H21.11.17
H22.10.15
H24. 2.10

(当初設
置）
閣議口頭
了解
S33. 6.20

主宰者
構成員

内閣官房長官
内閣総理大臣、総務大臣、外務大臣、財
務大臣、厚生労働大臣、農林水産大臣、
経済産業大臣、国土交通大臣、内閣府特
命担当大臣（金融）、内閣府特命担当大
臣（消費者及び食品安全）、内閣府特命
担当大臣（経済財政政策）、内閣府特命
担当大臣（科学技術政策）、内閣府特命
担当大臣（地域主権推進）、内閣府特命
担当大臣（行政刷新）、復興大臣、国家
戦略担当大臣、公務員制度改革担当大臣

両方作成せず ・配布資料
・進行メモ
・大臣発言
要旨

両方公表せず 配布資料は原
則として会議
終了後速やか
に公表

会議の模様につ
いては、会議後
の記者会見にお
いて事務方より
紹介している。

バリアフリー・ユ
ニバーサルデザイ
ンに関する関係閣
僚会議

全ての人が安全で快適な社会生活を送れ
るよう、ハード、ソフト両面のバリアフ
リー・ユニバーサルデザインを効果的か
つ総合的に推進

閣議口頭
了解
H 12.3.17
一部改正
H12.12.26
H17.12.27
H18.4.28
H19.12.28
H20. 3.28

構成員 総務大臣、文部科学大臣、厚生労働大
臣、農林水産大臣、経済産業大臣、国土
交通大臣、内閣府特命担当大臣（沖縄及
び北方対策）、内閣府特命担当大臣（経
済財政政策）、内閣府特命担当大臣（防
災）、内閣府特命担当大臣（少子化対
策）、内閣府特命担当大臣（高齢社会対
策）、内閣府特命担当大臣（障害者施
策）及び国家公安委員会委員長

議事概要のみ ・配布資料 議事概要のみ
公表

配布資料は原
則として会議
終了後速やか
に公表

議事概要を今後
順次公表予定

備考根拠 構成員
議事録・議事概

要の作成
その他の資料
の作成・取得

議事録・議事
概要の公表

6

名称 目的
その他の資料

の公表

7

8 



電力需給に関する
検討会合

平成23年(2011年)東北地方太平洋沖地震
の影響による電力供給不足について、政
府としての対応を総合的かつ強力に推進
する。

内閣総理
大臣決裁
H23. 3.13
一部改正
H23. 4. 8
H23. 5.16
H23.10.31
H24. 2.10

座長
座長代行
構成員

内閣官房長官
経済産業大臣
内閣総理大臣、座長及び座長代行を除く
全ての国務大臣

議事概要のみ ・議事次第
・配布資料

議事概要のみ
公表

配布資料は会
議終了後速や
かに公表

 

成長ファイナンス
推進会議

事業の成長、再生、再編及び起業等に当
たって資金を必要とする主体に対して、
より円滑に成長マネーが供給されるため
の政府の取組について、各府省庁間で連
携の上政策効果を極大化し、政府一体と
なって推進する。

内閣官房
長官決裁
H24. 2.15

議長

構成員

内閣官房長官、国家戦略担当大臣兼内閣
府特命担当大臣（経済財政政策）
内閣府特命担当大臣（金融）、PFIを担
当する内閣府特命担当大臣、財務大臣、
厚生労働大臣、農林水産大臣、経済産業
大臣及び国土交通大臣

議事概要のみ ・議事次第
・配布資料
等

議事概要のみ
公表

議事次第、配
布資料は会議
終了後速やか
に公表

女性の活躍による
経済活性化を推進
する関係閣僚会議

女性の活躍により経済を活性化するため
の政府の取組について、各府省間で連携
の上、重点的に取り組むべき事項を整理
し、工程表を策定する。

内閣総理
大臣決裁
H24. 5.21

国家戦略担当大臣、内閣府特命担当大臣
（男女共同参画）、外務大臣、文部科学
大臣、厚生労働大臣、農林水産大臣、経
済産業大臣

議事概要のみ ・議事次第
・配布資料
等

議事概要のみ
公表

議事次第、配
布資料は会議
終了後速やか
に公表

デフレ脱却等経済
状況検討会議

デフレ脱却と経済活性化に向け、日本銀
行との連携の下、政府として、効果的か
つ体系的に経済政策を構築するととも
に、物価等経済状況の点検を行う。

内閣総理
大臣決定
H24. 4.13

議長

構成員

内閣官房長官、内閣府特命担当大臣（経
済財政政策）兼国家戦略担当大臣
内閣府特命担当大臣（金融）、財務大
臣、経済産業大臣

議事録のみ ・議事次第
・配布資料
・進行メモ
・大臣等発
言要旨

議事録のみ公
表

議事次第、配
布資料は会議
終了後速やか
に公表

構成員（オブ
ザーバー）とし
て、日本銀行総
裁が出席してい
る。また、構成
員として、総
理、副総理が随
時出席するほ
か、必要に応じ
関係大臣その他
関係者の出席を
求めることがで
きる。

地球温暖化問題に
関する閣僚委員会

地球温暖化問題への対応を検討する。 第１回開
催
H21.9.20

内閣総理大臣、国家戦略担当大臣、外務
大臣、財務大臣、農林水産大臣、経済産
業大臣、国土交通大臣、環境大臣、内閣
官房長官等

両方作成せず ・議事次第
・配布資料

両方公表せず 公表せず

4．内閣総理大臣決裁、内閣官房長官決裁等に基づくもの

3

1

５．その他（設置に関する規程のないもの）

2

1

4

構成員
議事録・議事概

要の作成
その他の資料
の作成・取得

名称

その他の資料
の公表

目的 根拠
その他の資料

の公表

その他の資料
の作成・取得

議事録・議事
概要の公表

議事録・議事
概要の公表

備考

備考

名称 目的 根拠 構成員
議事録・議事概

要の作成

9 



予算編成に関する
閣僚委員会

来年度予算編成について議論する。 第１回開
催
H21.9.29

内閣総理大臣、副総理、財務大臣、内閣
官房長官、内閣府特命担当大臣（行政刷
新）、国家戦略担当大臣等

議事概要のみ ・議事次第
・配布資料
　等

両方公表せず 閣議決定等に
至った段階で
公表

包括的経済連携に
関する閣僚委員会

高いレベルの経済連携を推進する。 第１回開
催
H22.11. 6

内閣総理大臣、内閣官房長官、国家戦略
担当大臣、総務大臣、外務大臣、厚生労
働大臣、農林水産大臣、経済産業大臣、
内閣府特命担当大臣(経済財政政策)等
（同席者はそのときの議題によって変
化）

議事録のみ ・議事次第
・配布資料
等

両方公表せず 配布資料中、
公表可能なも
のについて
は、国家戦略
室ホームペー
ジに掲載

事務方陪席者が
会議の模様を聴
取し、部内用の
執務参考メモを
作成。
※但し第３回は
事務方の同席が
許されなかった
ため、概要も作
成せず。

沖縄関係閣僚会合 沖縄の基地負担の軽減及び沖縄振興に関
する諸課題に関し、関係閣僚間の率直な
意見交換を行う。

第１回開
催
H23. 9.16

内閣官房長官、内閣府特命担当大臣（沖
縄及び北方対策）、外務大臣、財務大
臣、防衛大臣等

議事概要のみ ・座席表
等

両方公表せず 公表せず 関係閣僚による
率直な意見交換
の場。

除染及び特定廃棄
物処理に関する関
係閣僚会合

「平成二十三年三月十一日に発生した東
北地方太平洋沖地震に伴う原子力発電所
の事故により放出された放射性物質によ
る環境の汚染への対処に関する特別措置
法」に基づく除染及び特定廃棄物処理
を、政府が一体となって取り組むための
体制を確立する。

第１回開
催
H23.11.18

議長
副議長
構成員

内閣官房長官
環境大臣
東日本大震災復興対策担当大臣、国家公
安委員会
委員長、総務大臣、文部科学大臣、厚生
労働大臣、
農林水産大臣、経済産業大臣、国土交通
大臣、防衛大臣

両方作成 ・議事次第
・配布資料

両方公表 すべて公表

社会保障・税一体
改革関係５大臣会
合

社会保障・税一体改革について関係大臣
で連携・調整を図る。

第１回開
催
H23.12. 7

内閣官房長官、副総理(社会保障・税一
体改革担当大臣)、厚生労働大臣、財務
大臣、総務大臣

両方作成せず ・配布資料 両方公表せず 配布資料を原
則的に公表

備考根拠 構成員
議事録・議事概

要の作成
その他の資料
の作成・取得

議事録・議事
概要の公表

その他の資料
の公表

名称 目的
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6

5

2

3
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災害廃棄物の処理
の推進に関する関
係閣僚会合

東日本大震災により生じた災害廃棄物の
処理のより一層の推進が必要であること
に鑑み、政府を挙げて、広域処理、再生
利用の推進などの取組を強化していくこ
とが必要である。このため、内閣総理大
臣の下で、政府が一体となって取り組む
ための体制を確立する。

第１回開
催
H24. 3.13

議長
副議長
構成員

内閣総理大臣
内閣官房長官、環境大臣、復興大臣
総務大臣、農林水産大臣、経済産業大
臣、国土交通大臣

議事録のみ ・議事次第
・配布資料

議事録のみ公
表

すべて公表

原子力発電所に関
する四大臣会合

平成２３年７月１１日「我が国原子力発
電所の安全性の確認について」（ストレ
ステストを参考にした安全評価の導入
等）に基づき、定期検査で停止中の原子
力発電所について運転の再開の可否を、
内閣総理大臣、経済産業大臣、原子力事
故再発防止担当大臣、内閣官房長官の四
大臣で判断するための会合。

第１回開
催
Ｈ24.4.3

　 内閣総理大臣、経済産業大臣、原子力事
故再発防止担当大臣、内閣官房長官

議事概要のみ 議事次第、
座席表、配
布資料

議事概要の公
表

議事次第、座
席表、配付資
料、議事概要
は、会議終了
後速やかに公
表

備考名称 目的 根拠 構成員
議事録・議事概

要の作成
その他の資料
の作成・取得

議事録・議事
概要の公表

その他の資料
の公表
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7

11 


